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厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

総合研究報告書 

 

健康寿命及び地域格差の要因分析と健康増進対策の効果検証に関する研究 

 

研究代表者 辻 一郎 東北大学大学院医学系研究科公衆衛生学分野・教授 

 

研究要旨 

 健康日本２１（第二次）の推進を研究者の立場からサポートすることを目的に８名の研究者で研

究班を組織し、以下の結果を得た。 

１． 2010 年から 2016 年にかけて、健康日本２１（第二次）の主要目標である「平均寿命の増加分

を上回る健康寿命の増加」と「健康寿命の都道府県格差の縮小」は、ともに達成中である。 

２． 非喫煙者と現在喫煙者との間で、60 歳時点の健康寿命（日常生活自立期間）の差は男性で 3.9

年、女性で 4.3 年であった。健康的な生活習慣５種類を全て実践している者と全く実践してい

ない者との間で、65 歳時点の健康寿命には 25.4 ヶ月の差があった。 

３． 肥満・運動不足や心疾患・脳卒中既往に関する市町村格差は、生活習慣の違いよりも所得の格

差による影響の方が大きかった。多量飲酒率の都道府県格差の推移は、男性では一定の傾向を

認めず、女性では拡大傾向を認めた。 

４． 市町村による効果的な健康増進事業の実施には、実態に合った事業計画、地域・職域の連携、

首長のトップダウン、都道府県による研修会、データ分析、専門家の紹介等が必要であると考

えられた。 

５． ３年間の研究成果をもとに、健康づくりのさらなる進展に向けた提言を作成した。 

 

研究分担者 

橋本 修二 藤田医科大学医学部衛生学講座・

教授 

津下 一代 あいち健康の森健康科学総合セン

ター・センター長 

横山 徹爾 国立保健医療科学院生涯健康研究

部・部長 

村上 義孝 東邦大学医学部医療統計学分野・

教授 

近藤 尚己 東京大学大学院医学系研究科保健

社会行動学分野・准教授 

田淵 貴大 大阪国際がんセンターがん対策セ

ンター疫学統計部・副部長 

相田  潤 東北大学大学院歯学研究科国際歯

科保健学分野・准教授 

 

Ａ．研究目的 

 日本再興戦略や健康日本２１（第二次）が目

標としている健康寿命の延伸を達成するために

は、健康寿命の要因を分析し、健康増進対策に

よる延伸可能性を解明する必要がある。また、

健康格差の縮小を達成するためには、その要因

を解明するとともに、健康づくりの優良事例を

全国に普及する必要がある。 

 本研究班は、以下の問題に実証的な解答を提

示することを目指す。 

 第１に、健康寿命（日常生活に制限のない期

間の平均）の全国値と都道府県値の推移をどの

ように評価するか？ 「平均寿命の増加分を上回

る健康寿命の増加」と「健康寿命の都道府県格

差の縮小」という健康日本２１（第二次）の目

標の達成状況を適切に評価する統計手法を確立

し、実際に算定・評価を行う。これにより、健

康日本２１（第二次）の中間評価に貢献する。 

 第２に、健康増進対策により健康寿命はどれ

くらい延伸できるのか？ コホート研究により
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生活習慣等と健康寿命との関連を分析し、どの

生活習慣をどの程度改善させることで健康寿命

は何年延びるかを示す。これにより、健康寿命

のさらなる延伸に向けた健康増進対策の効果的

な戦略を提言する。 

 第３に、生活習慣病の地域格差の要因は何

か？ 生活習慣や社会経済状況が生活習慣病の

地域格差に及ぼす影響を解明する。これにより、

健康格差の縮小に向けた提言を行う。 

 第４に、どのような健康増進対策が効果的な

のか？ 効果的な生活習慣改善につながる健康

増進対策の優良事例を収集し、その効果を分

析・評価する。これにより、優良事例の全国展

開を促す。 

 これらの目的を達成するため、以下の８名に

よる研究班を組織して研究を行う。辻は、厚生

労働省「健康日本２１（第二次）推進専門委員

会」委員長を務めており、行政上の課題を研究

にフィードバックできる立場にある。橋本と横

山は、健康日本２１（第二次）において健康寿

命の推移・格差に関する評価を行っている。近

藤・相田・田淵は、健康格差に関する研究で実

績がある。村上は、生活習慣・健診検査値と要

介護発生リスクとの関連を研究している。津下

は、地域や職域での健康増進対策を全国で支援

している。 

 本研究班の目的は、上記の４つの課題に対す

る実証的な解答に基づいて、健康日本２１（第

二次）の効果的な推進に貢献するとともに、各

自治体が取り組むべき健康増進施策を提案する

ことである。これにより、健康増進対策の効果

的な展開と国民の健康寿命のさらなる延伸に資

するものである。 

 

Ｂ．研究方法 

 研究代表者と７名の研究分担者で研究班を構

成し、３年間の共同研究を行った。各年度で２

回の研究班会議を開催した。各年度の第１回班

会議では、当該年度における研究計画を協議し

た。その後、各研究者が相互に連携しつつ研究

を進めた。第２回班会議で当該年度の研究結果

を取りまとめた。 

 また、３年間の研究成果に基づいて、健康づ

くりのさらなる進展に向けた提言を作成した。 

 なお、研究方法の詳細については、各年度の

分担研究報告書を参照されたい。 

 

（倫理面への配慮） 

 すべての研究は「人を対象とする医学系研究

に関する倫理指針」を遵守しており、所属施設

の倫理委員会の承認を受けている。個人情報の

取り扱いなどの方法に関する詳細については、

各分担研究報告を参照されたい。 

 

Ｃ．研究結果 

１） 健康寿命の全国推移と都道府県格差の算

定・評価に関する研究（橋本修二・横山徹爾） 

［平成 28年度］ 

 健康日本２１（第二次）で上位目標の一つと

している「平均寿命の増加分を上回る健康寿命

の増加」の達成状況を評価するため、重み付き

線型回帰（重みは分散の逆数）に基づく不健康

寿命の推移の傾きが 0 未満に対する片側検定

（有意水準 5％）とし、「日常生活に制限のない

期間の平均」の全国の平成 19・22・25 年の推移

を検討した。男性において「日常生活に制限の

ない期間の平均」は有意に延伸し、「日常生活に

制限のある期間の平均」は延伸傾向であった。

女性において「日常生活に制限のない期間の平

均」は有意に延伸、「日常生活に制限のある期間

の平均」は有意に短縮した。 

 健康日本２１（第二次）のもう一つの上位目

標である、健康寿命の「都道府県格差の縮小」

の具体的な分析・評価方法を、平成 22 年と 25

年の値を用いて検討した。都道府県のバラツキ、

すなわち標準偏差は、男性では平成 22年の 0.57

から平成 25 年の 0.47 へ、約 17％縮小した。女

性の標準偏差は、同期間で 0.64 から 0.61 へ、

約６％のわずかな縮小だった。また、２点比較

で健康寿命の都道府県格差の変化を評価するこ

とは困難であり、３時点での変化を評価する方

法の開発も必要である。 
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［平成 29年度］ 

 厚生労働省「国民生活基礎調査」データを用

いて、平成 22 年から同 28 年における平均寿命

と健康寿命の推移を観察した。その結果、平成

22 年から同 28 年までの間で、平均寿命は男性

1.43 年（79.55 年 → 80.98 年）・女性 0.84 年

（86.30 年 → 87.14 年）の増加であったのに対

して、健康寿命は男性 1.72 年（70.42 年 → 

72.14 年）・女性 1.17 年（73.62 年 → 74.79 年）

の増加であり、「平均寿命の増加分を上回る健康

寿命の増加」という目標は男女とも達成中と判

定された。 

 47都道府県間のバラツキの大きさを標準偏差

（都道府県差の標準偏差）で表すことで、都道

府県格差の指標（地域格差指標）となると考え

る。地域格差指標は、平成 22、25、28 年それぞ

れ、男性は 0.58、0.47、0.37 年（片側トレンド

p=0.001）、女性は 0.65、0.61、0.53 年（片側ト

レンド p=0.041）で、いずれも有意に縮小した。

すなわち「健康寿命の都道府県格差の縮小」と

いう目標は、男女とも達成中と判定された。 

 これらの結果（「平均寿命の増加分を上回る健

康寿命の増加」も「健康寿命の都道府県格差の

縮小」も、ともに目標を達成中であること）は、

厚生科学審議会（健康日本 21 推進専門委員会）

の第 11 回委員会（平成 30 年３月９日開催）に

報告され、健康日本２１（第二次）の中間評価

に利用された。 

［平成 30年度］ 

 都道府県における「日常生活に制限のない期

間の平均」は、男女とも、多くの都道府県で有

意に延伸した。10 年間の変化は男性で 1.25～

4.47 年、女性で-0.13～4.44 年と推定された。

都道府県別に「平均寿命の増加分を上回る健康

寿命の増加」の目標を達成しているのは男性で

10 都道府県、女性で 13都道府県であった。「日

常生活に制限のない期間の平均」について、男

性では、2016年の観察値72.14 年に対して、2040

年の予測値は『不健康割合を外挿』シナリオで

74.37 年と 『不健康割合が一定』シナリオで

73.62 年であった。女性では、観察値 74.79 年

に対して、予測値はそれぞれ 77.14 年と 76.13

年であった。 

 都道府県が健康寿命の地域格差の分析を行う

ためのツールを作成した。市区町村別の健康寿

命（「日常生活動作が自立している期間の平均」

が用いられることが多い）は、人口の小さい自

治体では誤差が大きくなるため、２次医療圏等

を単位とした分析が望ましいことを明記した。

健康格差の縮小以外の指標についても、目標に

対する実績値の動きが分かりやすいように経年

推移の図を作成するためのツールを開発し、健

康日本２１（第二次）中間評価のために提供し

た。 

 

２） 健康寿命の延伸可能性に関する研究 

（村上義孝・辻 一郎） 

［平成 28年度］ 

 日本人の代表的なコホート研究である

NIPPPON DATA90を用いて喫煙習慣と平均余命、

健康寿命（介護保険非該当での平均生存期間）

との関連を生命表法（サリバン法）により分析

した。平均余命、健康寿命は男性60歳では非喫

煙23.7年、23.2年、禁煙23.0年、22.6年、現在

喫煙で20.0年、19.3年であった。女性60歳では

平均余命、健康寿命は、非喫煙27.3年、25.0年、

禁煙22.2年、20.8年、現在喫煙22.5年、20.7年

であった。 

健康的な生活習慣５種類（非喫煙または禁煙

５年以上、１日平均歩行時間30分以上、１日平

均睡眠時間６〜８時間、野菜摂取が中央値以上、

果物摂取が中央値以上）の組み合わせと健康寿

命（介護保険非該当での平均生存期間）との関

連を前向きコホート研究によって検討したとこ

ろ、最低群（０～１つ）を基準とした場合の最

高群（５つ該当）の50パーセンタイル差（イベ

ント発生50％に至るまでの期間の差）の推定値

は25.4ヶ月（95％信頼期間：20.1-30.6ヶ月）と、

２年程度の差がみられた。以上より、生活習慣

の改善によって健康寿命が延伸しうることが示

唆された。 

［平成 29年度］ 
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 NIPPON DATA90 を用いて、喫煙・血圧・肥満

と健康寿命との関連について、多相生命表によ

り検討したところ、肥満・高血圧レベルによら

ず、非喫煙の健康寿命は喫煙群のそれより長か

った（適正体重グループにおける喫煙・非喫煙

の健康寿命の差(年)：至適血圧:男性 2.7、女性

2.2、高血圧１:男性 2.5、女性 2.1、高血圧２:

男性 2.4、女性 2.0、高血圧３:男性 2.4、女性

2.0）。 

大崎コホート 2006 研究データを用いて、Body 

mass index（BMI）と無障害生存期間（disability 

-free survival）との関連を検討した。BMI 25

～27 者と比較して、BMI 19 未満の多変量調整無

障害生存期間は 1.6 年短く（95％信頼期間：

-25.4～-15.3 ヶ月）、BMI 19～21 では 1.2 年短

く（-18.5～-10.0 ヶ月）、BMI21～23 では 0.6 年

短く（-10.6～-2.7 ヶ月）、BMI 29 以上では 1.3

年短かった（-21.8～-10.1 ヶ月）。以上より、

BMI が低値（23 未満）・高値（29 以上）の者で

健康寿命が有意に短くなることが示唆された。 

［平成 30年度］ 

 NIPPON DATA90 を用いて、危険因子の改善（シ

ナリオ１：収縮期血圧 4ｍｍHg 低下、BMI2.0 低

下。シナリオ２：収縮期血圧 4mmHg 低下、BMI2.0

低下、禁煙希望者全員（喫煙者の 25％）禁煙）

に伴う健康寿命の延伸程度を検討したところ、

60 歳健康寿命は、収縮期血圧と BMI の改善によ

り男性で0.10歳増加、女性で0.13歳増加した。

収縮期血圧、BMI、喫煙の改善により男性で 0.43

歳、女性で 0.21 歳増加した。 

 大崎コホート 2006 研究データを用いて、教育

歴と無障害生存期間との関連を検討した。教育

歴（最終学歴）が<16 歳の対象者と比較し、16

〜18 歳の対象者の無障害生存期間（性・年齢調

整）は 9.0 ヶ月長く（95％信頼期間：5.3～12.8

ヶ月）、≥19 歳の対象者では 10.4 ヶ月長かった

（6.0～14.7 ヶ月）。教育歴と無障害生存期間と

の関連について媒介分析を行ったところ、生活

習慣（BMI、喫煙習慣、飲酒習慣、歩行時間）よ

りも地域活動への参加の方が、教育歴と無障害

生存期間との関連をよく説明していた。 

３）生活習慣病の地域格差の要因に関する研究 

（相田 潤・近藤尚己・田淵貴大） 

［平成 28年度］ 

 イギリスで開発された格差の指標化のツール

（Inequalities Calculation Tool）を用いて、

2002年から2013年までの３歳児う蝕（乳幼児健

診成績）の都道府県値格差の状況と推移を分析

した。所得の３分位で地域を分けた際の、最も

所得が高い地域と低い地域の平均う蝕有病者率

は、平成14年で各29.7％と41.7％、平成25年で

各16.3％と23.5％であった。絶対的格差である

格差勾配指数（SII）は18.8から12.1に減少した。

相対的格差である格差相対指数（RII）は1.82

から2.02に増加した。う蝕の平均的な減少にも

かかわらず、格差は存在していた。 

 平成 13 年から 22 年にかけて都道府県別の喫

煙率は男性では全般的に減少傾向を呈し、女性

では横ばいからやや減少の傾向を呈していた。

一方、平成 16 年から 22 年にかけての喫煙の都

道府県格差は、男性では横ばい傾向、女性では

減少傾向であった。男性では各格差指標に一致

した傾向を認めなかった一方、女性ではすべて

の格差指標で減少傾向を認めた。 

［平成 29年度］ 

 平成13年から同26年までの75歳未満のがん

年齢調整死亡率の都道府県格差は、増加傾向で

あった。平成 20 年から同 26 年までのメタボリ

ックシンドローム該当者割合の格差は、横ばい

であった。平成 16 年から同 26 年までの自殺死

亡率の格差は、減少傾向であった。 

 一般に喫煙には社会経済格差が認められる。

これまでの先行研究では、タバコ対策による喫

煙の社会経済格差への影響について、喫煙の所

得格差はタバコの値上げによって縮小させるこ

とができるとされている。しかし、喫煙の学歴

格差については格差縮小が一貫して認められる

わけではなく、タバコ値上げ以外のタバコ対策

である禁煙化政策や脱タバコ・メディアキャン

ペーンにおいても喫煙の社会経済格差を減少さ

せる結果が安定的に得られるわけではなった。 

［平成 30年度］ 
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 健康状態の地域格差の要因を、レセプト情

報・特定健診等情報データベース（NDB）から、

特定健診データを用いて分析を行った。所得が

高い市町村の者ほど心疾患の既往が少ない傾向

にあった。多変量マルチレベルロジスティック

回帰分析の結果、最も所得が高い群は低い群に

比べて心疾患の既往を有するオッズが 0.81 倍

（95％信頼区間＝0.70；0.94）有意に低かった。

市町村の地域差の15.6％は年齢及び性別で説明

され、2.1％は所得が説明した一方で、生活習慣

の違いは地域差の 0.2％しか説明しなかった。 

 肥満・運動不足に関する市町村格差は、生活

習慣の違いよりも所得の格差による影響の方が

大きかった。 

 平成 25 年から 28 年にかけて都道府県別の多

量飲酒率（日本酒換算で、男性平均２合/日以上、

女性平均１合/日以上を多量飲酒と定義）は、男

性ではやや減少傾向を呈し、女性では横ばいの

傾向を呈していた。一方、同期間の多量飲酒の

都道府県格差は、女性でやや増加傾向であった。 

 

４）効果的な生活習慣改善につながる優良事例 

に関する研究（津下一代） 

［平成 28年度］ 

 優良事例を詳細に検討し、他自治体にも横展

開できるノウハウを発見し、紹介していくため

に、本研究では、「優良事例と考えられる市町村

では、健康課題の分析、健康増進計画等をもと

に、ニーズにあわせて新規保健事業にも取り組

んでいる」と仮定し、RE-AIM モデルの観点を踏

まえて調査票（案）を作成した。 

 愛知県内 54 市町村に予備調査を行ったとこ

ろ、新規保健事業実施にあたり、自市町村のセ

グメント別健康課題を意識したものよりも、他

市町村の保健事業の資料を参考にして事業計画

を立てているところが多かった。保健事業をマ

ンネリ型・打ち上げ型・ステージアップ型の３

つに分類すると、打ち上げ型にとどまっている

ものが少なくなく、他事業へ応用がきくステー

ジアップ型を真の優良事例と提唱していくこと

が重要と考えられる。 

［平成 29年度］ 

 ６都道府県の全 260 市町村、健康づくりアワ

ード（スマート・ライフ・プロジェクト）受賞

42 市町村、全国 47 都道府県を対象にアンケー

ト調査を行った。その結果、市町村の保健事業

（ポピュレーションアプローチ）としては啓発

型や教室型が中心であった。他機関との連携、

事業評価、評価の活用方法に課題があった。 

 多くの都道府県が健康格差縮小に着目した健

康日本２１計画を策定しているが、経済状況や

生活環境等における格差が考慮されていなかっ

た。優良市町村では、予算確保の工夫、市の実

態に沿った事業計画、幅広い機関との連携、他

事業への横展開が図られていた。日頃より事業

の PDCA を検討し、新規事業をきっかけに全体の

事業改善、他事業への応用ができる「ステージ

アップ型」の事業実践が重要であると考えられ

た。 

［平成 30年度］ 

 ６府県および府県下 260 市町村の健康増進部

門を対象に健康増進・保健事業の企画立案、実

施、評価の状況に関する書面調査を行い、６府

県別に現状と課題について検討した。得られた

結果の信頼性を確認するとともに今後の推進方

策を検討することを目的として、６府県の健康

増進部門の職員を対象としたグループヒアリン

グを開催した。６府県別では、健康増進・保健

事業のテーマ別実施状況、事業開始のきっかけ、

検討時の活用資料、連携状況、評価指標、健康

格差の視点、健康日本２１計画の策定状況等に

ばらつきがみられた。ヒアリングの結果、アン

ケート調査結果はおおむね信頼できると判断さ

れた。 

 市町村における効果的な健康増進事業の実施

のためには、都道府県の支援体制、首長のトッ

プダウン、地域・職域との連携、評価の仕組み

を組み込んだ事業、地道で継続的な取り組み等

が必要であると考えられた。 

 

Ｄ．考 察 

 本研究事業では、以下の４点について調査研
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究を行った。 

１．健康寿命の全国推移と都道府県格差の算

定・評価に関する研究 

２．健康寿命の延伸可能性に関する研究 

３．生活習慣病の地域格差の要因に関する研究 

４．効果的な生活習慣改善につながる優良事例

に関する研究 

 この４項目のそれぞれについて、３年間の達

成状況を検討したい。 

 第１項「健康寿命の全国推移と都道府県格差

の算定・評価に関する研究」では、健康日本２

１（第二次）の主目標である「平均寿命の増加

分を上回る健康寿命の増加」と「健康寿命の都

道府県格差の縮小」の達成状況を評価した。そ

のため、第１年度には健康寿命の推移と都道府

県格差の推移を評価する方法を開発・提案し、

第２・３年度に実際に評価を行った。さらに、

2040年を目途とした健康寿命の将来予測も第３

年度に行った。これらの結果は厚生科学審議会

（健康日本 21 推進専門委員会）の第 11 回委員

会（平成 30年３月９日開催）に報告され、健康

日本２１（第二次）の中間評価に利用された。

また同報告は、新聞・テレビなどのマスメディ

アにおいて広く報道されるなど、社会的にも注

目を集めた。健康寿命の将来予測は、厚生労働

省「健康寿命のあり方に関する有識者研究会」

（第３回会議：平成 31 年１月 28 日開催）に報

告され、同研究会が示した健康寿命の延伸目標

（2016 年から 2040 年までに健康寿命を３年以

上延伸）の根拠資料として活用された。以上の

ように、第１項の研究事業は、学術的な価値も

高く、また行政上も十分な貢献を果たすことが

できたと考えられた。 

 第２項「健康寿命の延伸可能性に関する研究」

では、国内のコホート研究データを用いて、喫

煙・肥満・歩行時間・野菜果物摂取量・BMI・高

血圧・学歴といった広範な指標と健康寿命（日

常生活自立または介護保険認定非該当での平均

生存期間）との関連を分析し、「○○の生活習

慣を改善することで、◇△年程度の健康寿命延

伸が期待される」といった具体的な数値を示す

ことができた。この成果は、健康づくりキャン

ペーンの資料として活用されるとともに、健康

づくり施策に関する優先順位の検討・効果の評

価などにも活用されると考えられる。このよう

に、第２項の研究事業の目的は十分達せられた

と考えられた。 

 一方、本研究班で検討してきた健康寿命とは、

ADL 自立または介護保険認定非該当での生存期

間のことであり、健康日本２１（第二次）で主

指標としている「日常生活に制限のない期間」

ではない。ADL 自立・介護保険非該当での生存

期間と日常生活に制限のない期間とでは関連要

因が異なる可能性もある。したがって今後は、

様々な生活習慣・社会経済因子と「日常生活に

制限のない期間」との関連を検討するためのコ

ホート研究データセットを構築する必要がある。

そこで、厚生労働省が平成 17 年から実施してい

る「中高年縦断調査」では様々な生活習慣・社

会経済因子が毎年調査されていることに着目し

て、国民生活基礎調査における「日常生活の制

限」の質問項目を中高年者縦断調査に追加し、

「日常生活の制限」の関連因子を解明すべきで

あると提言した。 

 第３項「生活習慣病の地域格差の要因に関す

る研究」では、健康格差とその推移を評価する

ための方法論上の検討に加えて、さまざまな健

康指標に関する自治体間格差の実態把握及び要

因分析を試みた。レセプト情報・特定健診等情

報データベース（NDB）の利用申請を行ったが、

その許可が得られたのが平成 29 年度末となっ

たため、データ解析を行うことができたのは平

成 30 年度の１年間だけであり、当初の目的が十

分に達せられたとは言いがたい状況がある。そ

のような制約があったとは言え、肥満・運動不

足や心疾患・脳卒中既往に関する市町村格差は、

生活習慣の違いよりも所得の格差による影響の

方が大きかったことを明らかにするなど、貴重

な成果が得られた。この課題については、今後

さらに分析を深めるものである。 

 第４項「効果的な生活習慣改善につながる優

良事例に関する研究」では、47 都道府県、６府
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県下の 260 市町村の健康増進部門を対象にアン

ケート調査を実施し、さらに６府県の健康増進

担当職員にヒアリング調査を行うなど、詳細な

調査に基づいて健康づくりに関する提言を行っ

た。そこでは、市町村、都道府県、国の各レベ

ルで心がけるべきポイントが具体的に書かれて

いる。たとえば、市町村における効果的な健康

増進事業の実施のためには、市町村の実態に合

った事業計画、地域・職域との連携、首長から

のトップダウン、ストラクチャー・プロセス・

アウトプット・アウトカムを意識した幅広い評

価、都道府県による研修会、データ分析、専門

家の紹介等が必要であると述べられている。今

後、この提言が各地で活かされることにより、

優良事例が全国展開されて、健康づくりの効果

が実を結ぶことであろう。 

 以上のように、本研究課題は当初の計画通り

順調に進捗し、所期の成果とともに予定されて

いた３年間の研究事業を終えることとなった。

本研究事業の研究者は、理論と実践の双方にお

いて、わが国の健康づくりのリーダー的役割を

果たしている。今後もそれぞれの立場において、

健康日本２１（第二次）の推進に貢献する所存

である。 

 

Ｅ．結 論 

 健康日本２１（第二次）の推進を研究者の立

場からサポートすることを目的に８名の研究者

で研究班を組織し、以下の結果を得た。 

１． 2010 年から 2016 年にかけて、健康日本２

１（第二次）の主要目標である「平均寿命

の増加分を上回る健康寿命の増加」と「健

康寿命の都道府県格差の縮小」は、ともに

達成中である。 

２．非喫煙者と現在喫煙者との間で、60 歳時点

の健康寿命（日常生活自立期間）の差は男

性で 3.9 年、女性で 4.3 年であった。健康

的な生活習慣５種類を全て実践している者

と全く実践していない者との間で、65 歳時

点の健康寿命には 25.4 ヶ月の差があった。 

３．肥満・運動不足や心疾患・脳卒中既往に関

する市町村格差は、生活習慣の違いよりも

所得の格差による影響の方が大きかった。

多量飲酒率の都道府県格差の推移は、男性

では一定の傾向を認めず、女性では拡大傾

向を認めた。 

４．市町村による効果的な健康増進事業の実施

には、実態に合った事業計画、地域・職域

の連携、首長のトップダウン、都道府県に

よる研修会、データ分析、専門家の紹介等

が必要であると考えられた。 

５．３年間の研究成果をもとに、健康づくりの

さらなる進展に向けた提言を作成した。 
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